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欧州特許の補正要件
～補正の自由度を高める明細書の記載方法～ �

＜懇親会のお知らせ＞
講義終了後、「懇親会」を１時間程度、開催いたします。　参加は自由で、会費は「無料」です。
この機会に是非、意見交換、情報収集等にご活用ください。　皆様のご参加をお待ちしております。

◇本講座は、欧州を含む外国特許実務のご担当者様、日本や米
国で認められた補正が欧州では認められなかった経験をお持
ちの方、将来欧州に出願する可能性がある日本語明細書のご
担当者様に特におすすめの講座です。

◆特許制度の国際調和が進められているものの、独自の特許
制度やその歴史を有する日本、米国、欧州などの主要国にお
いて、国際調和を実務レベルで実現することは容易ではあり
ません。例えば、ＰＣＴ国際段階の補正が移行国の補正要件
を満たさないため、国際段階の補正を反映せずに国内移行せ
ざるを得ないことがあります。 �
◆主要国の補正要件を比較すると、日本や米国に比べて欧州
は補正要件が厳しいと感じている実務家が多いと思われます。
しかし、欧州では補正要件がどのように厳しいのか、補正の
自由度を高めるために欧州明細書はどのように記載すべきか、
という本質的な問題に対する答えを持ち合わせている実務家
は極めて少ないのが現状です。�
◆本セミナーでは、日本弁理士・欧州特許弁理士である日本

人講師が欧州の補正要件の本質的考え方をお伝えします。さ
らに、欧州だけではなく日本や米国にも出願することも考慮
しつつ、欧州出願用明細書や基礎出願となる日本出願明細書
の記載はどうあるべきか、簡単な事例を用いて説明します。 �

講　師

＜第１部：欧州の補正要件＞　（稲積講師）
　日本や米国と異なる点にも着目しながら、欧州の補正要件の基本的考え
方を説明します。

＜第２部：構造系の事例＞　（高橋講師）
　構造系の事例を用いて、欧州で補正の自由度を高めるための明細書の記
載について、よい例と悪い例を比較しながら説明します。

＜第３部：化学系の事例＞　（小磯講師）
　化学系の事例を用いて、欧州で補正の自由度を高めるための明細書の記
載について、よい例と悪い例を比較しながら説明します。

＜第４部：まとめ＞
　日本、米国、欧州の補正要件の違いを考慮した外国出願戦略について提
言します。
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